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第 1章 保健事業実施計画の中間評価にあたって 

 

１．評価の趣旨 

本市では、平成 30 年度から令和５年度までを計画期間とする「第２期明石市国民健康保険保健事

業実施計画（データヘルス計画）」を策定しています。 

令和２年度はこの第２期計画の中間評価の年度となっています。中間評価にあたり、データヘル

ス計画全体としての評価を行うため、計画を構成する個別保健事業の実績等を振り返り、目標の達

成状況・指標の在り方等について整理、評価を行います。 

評価の結果、目標達成が困難と見込まれる事業については、課題や目標達成の阻害要因などを洗

い出し、改善方法を検討のうえ必要に応じて実施内容等の見直しを行います。 

 

 

【第２期データヘルス計画中間評価・見直しのスケジュール】 

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

平成27年度

実績
計画策定

平成29年度

実績

平成30年度

実績

令和元年度

実績

中間評価

見直し

令和2年度

実績

令和3年度

実績

令和4年度

実績

計画策定 第3期計画

第2期データヘルス計画期間

平成28年度

実績

 

 

 

２．データヘルス計画（第２期）の概要 

計画では当初下記の３つの健康課題を挙げ、データヘルス計画の目的を達成するために長期目標

と短期目標を定め、ＰＤＣＡサイクルにより保健事業を実施してきました。 

現時点では計画の実行開始から十分に期間がたっていないため、このたびの中間評価では個別事

業の評価と見直しを重点的に行います。 

 

  【健康課題】 

①自身の健康状態の把握が必要 

②生活習慣病の治療や生活習慣の改善が必要 

③骨折や筋力低下の予防が必要 

 

最終評価 

計画策定 
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３．本計画の実施方法 

本計画で計画された各種保健事業は、ＰＤＣＡサイクルに沿って効果的かつ効率的に実施していき

ます。なお、ＰＤＣＡサイクルとはＰｌａｎ（計画）→Ｄｏ（実行）→Ｃｈｅｃｋ（評価）→Ａｃｔ

（改善）を繰り返すことで、業務を改善していく手法です。 

 

【保健事業のＰＤＣＡサイクル】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．本計画の実施体制及び関係機関との連携 

 本計画は国民健康保険課が主体となり、関係部局との連携を図りながら取り組みます。また、兵庫

県国民健康保険団体連合会に設置されている保健事業支援・評価委員会や明石市国民健康保険運営協

議会等へ報告を行い、必要に応じて助言を求めるなど連携を図りながら実施します。 

 

図表１ 保健事業の実施体制図 
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５．第２期データヘルス計画に記載した個別保健事業一覧 

 

事業名 事業概要（実施主体） 第 1期 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 

特定健診実施 
特定健診の実施 

（保健予防課） 
開始 

 

継続 

 

 

特定健診 

受診勧奨 

特定健診の受診勧奨 

（国民健康保険課） 
開始 継続 

 

 

受診キャンペーン 
特定健診受診環境拡充

（保健予防課） 
開始 継続 

 

 

人間ドック 

受診費用助成 

人間ドック受診助成 

（国民健康保険課） 

以前より 

実施 
継続 

 

 

特定保健指導 
特定保健指導の実施 

（保健予防課） 
開始 継続 

 

 

特定保健指導 

未利用者対策 

特保未利用者への勧奨 

（保健予防課） 
開始 継続   

保健指導 
健診結果の保健指導 

（保健予防課） 
開始 継続   

受療勧奨 
医療機関受診勧奨 

（保健予防課） 
開始 継続   

骨粗しょう症予防 
筋骨格系疾患の予防 

（国民健康保険課） 
― 開始 

 

 

あかし健康プラン

２１推進 

健康増進計画の推進 

（健康推進課） 

以前より

実施 
継続 

 

 

ジェネリック 

医薬品普及促進 

後発医薬品の普及促進 

（国民健康保険課） 
開始 継続 

 

 

医薬品適正使用 
重複・多剤服薬の適正化

（国民健康保険課） 
― 開始 
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第 2章 全体の評価について 

１．明石市全体の人口構成と高齢化率の推移 

 令和２年の明石市の総人口は 303,587 人で、平成 28 年に比べ増加しています。また、年齢区分別

にみると、０歳から 64 歳の人口が増加するとともに 65 歳以上の高齢者人口も年々増加しており、

高齢化率は令和２年で 26.1％と平成２８年から 0.9 ポイント増加しています。 

高齢化率の推移をみると、全国や兵庫県と比べて高齢化率の伸びは緩やかです。 

 

 

 

 

 

 

（％） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 R2-H28 

明石市 25.2 25.6 25.8 25.9 26.1 0.9 

兵庫県 27.3 27.9 28.4 29.0 29.5 2.2 

国 26.8 27.3 27.9 28.4 28.9 2.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２ 明石市の人口推移 

図表３ 高齢化率の推移 

資料：国民健康保険実態調査（各年 9月末時点） 

資料：ＫＤＢシステム 

用語解説 

高齢化率：全人口に占める 65 歳以上の人口割合  

ＫＤＢシステム： 国保データベース（ＫＤＢ）システムとも呼ばれ、「特定健診・特定保健

指導」「医療」「介護保険」等にかかる統計情報を保険者（国民健康保険等）

に提供し、保険者の効率的かつ効果的な保健事業の実施をサポートするた

めのシステム。 
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２．平均余命と平均自立期間 

 本市における令和元年度の平均余命は男性 81.7 年、女性 87.4 年、平均自立期間は男性 80.1 年、女

性 84.2 年で、平均余命、平均自立期間ともに平成 28 年と比較すると男女とも延伸しています。 

 女性は平均余命、平均自立期間ともに男性より長くなっていますが、平均余命と平均自立期間の差

は介護などを必要とする日常生活に制限のある期間を意味し、令和元年度においては、男性 1.6 年に

対して女性 3.2 年と女性の方が長くなっています。 

 

 

  明石市 県 国 

  平成28年度 
① 

令和元年度 
② 

②－① 令和元年度 令和元年度 

男性 

平均余命 81.1 81.7 ＋0.6 81.4 81.1 

平均自立期間 79.5 80.1 ＋0.6 79.9 79.6 

平均余命-平均自立期間 1.6 1.6 0 1.5 1.5 

女性 

平均余命 87.0 87.4 ＋0.4 87.6 87.3 

平均自立期間 83.3 84.2 ＋0.9 84.4 84.0 

平均余命-平均自立期間 3.7 3.2 ＋0.5 3.2 3.3 

 

 

 

（注）国は、健康寿命として３年ごとに実施される国民生活基礎調査から算出される「日常生活に制 

限のない期間の平均」と、新たに介護保険データを用いた「平均自立期間」を補填的指標として 

使用しています。 

当初のデータヘルス計画では、「平均寿命」と「健康寿命」を指標として用いていましたが、ど 

ちらの指標も国民生活基礎調査の主観的指標を用いているため、客観的な指標と相関していない

ことや算出が３年ごとになるといった問題があるなどの理由から、このたびの中間評価では令和

元年度からＫＤＢシステムで新たに導入された１年ごとの変化や全国・兵庫県・同規模保険者等

と比較できる「平均余命」と「平均自立期間」を使用することとします。 

 

 

 

 

 

 

図表４ 平均余命と平均自立期間（単位：年） 

資料：ＫＤＢシステム 

用語解説 

平均余命：ある年齢の人々がその後何年生きられるかという期待値のこと。平均自立期間の比較対

象として、ここでは０歳時点の平均余命を示す。 

 

平均自立期間：健康寿命のこと。日常生活動作が自立している期間の平均。要介護２以上認定者を

日常生活に制限があるとしている。 
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３．死亡の状況 

 平成 30 年度の本市の死因は、１位悪性新生物 28.9％、２位心疾患 13.6％、３位脳血管疾患 9.6％

となっています。平成 27 年度と比較すると上位の心疾患、脳血管疾患が実数・割合ともに増加してい

ます。 

人口の年齢構成等を補正し、全国を「100」として指数化する標準化死亡比（ＳＭＲ）では、男女と

もに肝疾患、悪性新生物、腎不全が高い傾向にあります。 

 

図表５ 死因・死亡数・死亡割合 

 平成 27 年度 平成 30 年度 

 死因 実数 割合 死因 実数 割合 

１ 悪性新生物 845 31.6% 悪性新生物 824 28.9% 

２ 心疾患 347 13.0% 心疾患 388 13.6% 

３ 脳血管疾患 253 9.5% 脳血管疾患 274 9.6% 

４ 肺炎 210 7.9% 老衰 228 8.0% 

５ 老衰 150 5.6% 肺炎 167 5.9% 

６ 不慮の事故 96 3.6% 不慮の事故 89 3.1% 

７ 自殺 44 1.6% 自殺 54 1.9% 

８ 糖尿病 32 1.2% 肝疾患 40 1.4% 

９ 肝疾患 31 1.2% 糖尿病 31 1.1% 

１０ 高血圧性疾患 19 0.7% 高血圧性疾患 22 0.8% 

 その他 643 24.1% その他 736 25.8% 

 総数 2,670 100.0% 総数 2,853 100.0% 

資料：厚生労働省 人口動態統計 

 

図表６ 主要死因の標準化死亡比（ＳＭＲ） 

 

資料：兵庫県ホームページ 兵庫県における死亡統計指標（H23-H27） 

 

 

 

 

用語解説 

標準化死亡比：人口構成の違いを除去して死亡率を比較するための指標。対象地域の主要死因の死

亡率を、全国平均を 100 とした比率で表すもので、この値が 100 以上の場合に全国

の平均よりも死亡率が高いと判断される。 
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４．介護保険の状況 

  高齢化の進行に伴い、本市の 65 歳以上の要介護等認定者数は増加しており、認定率についても

令和元年度は 18.6％となっています。また、認定率については年々上昇していますが、全国、兵庫

県と比較すると低い値となっています。 

 

 図表７ 65 歳以上の要介護等認定者数の推移 

 
資料：厚生労働省 介護保険事業状況報告 

図表８ 認定率の比較 

 明石市 兵庫県 国 

年度 平成 28 年度 令和元年度 令和元年度 令和元年度 

認定率 18.3％ 18.6％ 20.3％ 18.8％ 

資料：厚生労働省 介護保険事業状況報告 

 

５．要介護認定者の有病状況 

  要介護認定者の有病率をみると、半数以上に心疾患（心臓病）、筋・骨格系疾患、高血圧があり

ます。またどの項目においても全国、兵庫県に比べ高くなっています。 
 
 

 

資料：ＫＤＢシステム        

図表９ 要介護認定者の有病状況（令和元年度） 

（人） 
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第３章 明石市国民健康保険の概況 

１．加入者の状況と年齢構成 

令和元年度の国保加入者数は 58,308 人、加入率は 19.2％となっており、経年的に加入者数、加入率

ともに減少しています。また 65 歳未満の加入者は減少していますが、65 歳から 74 歳の加入者の占め

る割合は増加しています。 

 

 

資料：国民健康保険実態調査 

 

２．医療費の状況 

（１）医療費の構成 

令和元年度の明石市国保の１年間の医療費は総額で 228.5 億円となっており、内訳は医科が

170.5 億円、歯科が 17.9 億円、調剤 40.1 億円となっています。医科の内訳は生活習慣病が 53

億円と医科全体の 31.1％を占めています。 

 

資料：ＫＤＢシステム 

図表１１ 医療費の構成（令和元年度） 

図表１０ 国保加入者の推移 
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（２）１人あたり医療費 

令和元年度の被保険者１人あたり医療費は、年間 40 万 4,963 円と年々増加しています。 

医療費は加齢に伴い高くなるので、65 歳以上の前期高齢者の割合の増加により１人あたり医療

費は高くなる傾向にあります。 

 

図表１２ １人あたり医療費の推移 

 
１人あたり医療費 前年比 前期高齢者（再掲） 前年比 

平成 28 年度 377,934 円 100.72% 521,177 円 98.12% 

平成 29 年度 388,630 円 102.83% 528,447 円 101.39% 

平成 30 年度 398,428 円 102.52% 534,090 円 101.07% 

令和元年度 404,963 円 101.64% 536.134 円 100.38% 

資料：兵庫県国民健康保険の状況（速報値） 

 

 

（３）外来医療費と入院医療費 

医療費を外来と入院で比較すると、件数は全体の 97％以上を外来が占めており、入院は全体の

2.5％と少ないですが、費用の割合では医療費総額の４割近くを占めています。 

 

図表１３ 外来医療費と入院医療費 

 件 数 医療費 

外来 入院 外来 入院 

平成 28 年度 
595,902 件 

（97.5%） 

15,530 件 

（2.5%） 

129.7 億円 

（60.2%） 

85.9 億円 

（39.8%） 

平成 29 年度 
577,110 件 

（97.5%） 

15,008 件 

（2.5%） 

127.6 億円 

（59.6%） 

86.4 億円 

（40.4%） 

平成 30 年度 
560,955 件 

（97.5%） 

14,618 件 

（2.5%） 

125.7 億円 

（59.7%） 

85.0 億円 

（40.3%） 

令和元年度 
543,490 件 

（97.5%） 

14,011 件 

（2.5%） 

125.5 億円 

（60.5%） 

82.1 億円 

（39.5%） 

資料：ＫＤＢシステム 

 

図表１４ 外来と入院の件数・費用額の割合（令和元年度） 

件数

外来
件数

費用額

入院
費用額

97.5 

60.5

2.5 

39.5
 

資料：ＫＤＢシステム 
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（４）疾病別医療費 

令和元年度の入院、外来で疾病毎の医療費をみると、入院では統合失調症、骨折、関節疾患の順

に高くなっています。骨折、関節疾患をあわせると 648,358 千円となっており、筋・骨格系疾患の

医療費が高いことがわかります。外来では、糖尿病、高血圧症、関節疾患が上位となっています。

入院、外来をあわせると上位 10 位中の疾病のうち生活習慣病に分類される疾病（※）が約５割を占

めています。 

また、平成 28 年度と比較すると、入院では骨折、関節疾患、外来でも関節疾患、骨粗しょう症の

順位が上がってきており、筋・骨格系疾患の医療費が増加しています。 

 

図表１７ 疾病別医療費（令和元年度、上位 10位） 

  
入院 外来 

疾病 医療費(千円) 疾病 医療費(千円) 

1 統合失調症 642,682 糖尿病（※） 1,018,275 

2 骨折 348,546 高血圧症（※） 715,663 

3 関節疾患 299,812 関節疾患 545,299 

4 脳梗塞（※） 286,659 慢性腎不全（透析あり）（※） 541,057 

5 肺がん 274,219 脂質異常症（※） 512,925 

6 不整脈（※） 256,037 肺がん 430,284 

7 大腸がん 203,492 骨粗しょう症 262,623 

8 うつ病 175,872 不整脈（※） 260,071 

9 脳出血 165,047 統合失調症 254,055 

10 慢性腎不全（透析あり）（※） 151,173 緑内障 244,147 

資料：ＫＤＢシステム 

図表１８ 疾病別医療費（平成２８年度、上位１０位） 

  入院 外来 
疾病 医療費(千円) 疾病 医療費(千円) 

1 統合失調症 829,109 糖尿病（※） 1,125,306 
2 脳梗塞（※） 363,896 高血圧症（※） 1,007,486 
3 不整脈（※） 312,519 慢性腎不全（透析あり）（※） 668,598 
4 骨折 312,290 脂質異常症（※） 654,208 
5 関節疾患 298,762 関節疾患 536,792 
6 狭心症（※） 263,453 小児科 359,284 
7 うつ病 251,047 統合失調症 282,590 
8 肺がん 229,093 Ｃ型肝炎 267,767 
9 大腸がん 176,217 うつ病 261,982 
10 慢性腎不全（透析あり）（※） 151,835 緑内障 255,103 

資料：ＫＤＢシステム 
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３．人工透析の状況 

 国保加入者の人工透析患者数は、平成 28 年度の 149 人から令和元年度は 161 人と増加傾向にありま

す。また、新規透析患者数は令和元年度 23 人と 20 人程度で推移しています。 

明石市国保では人工透析の主な原因となる糖尿病性腎症の重症化を予防するため、糖尿病性腎症重

症化予防事業を実施しており、引き続き事業を実施していきます。 

 

 図表１９ 人工透析患者数の推移  

 平成 28 年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

人工透析患者数 149 人 130人 147人 161人 

うち、新規人工透析患者数 23 人 13 人 20 人 23 人 

                         資料：ＫＤＢシステム 

 

 

 

 

第４章 特定健診・特定保健指導の状況 

 

１．特定健診の状況 

（１）受診率の推移 

特定健診の対象者数は被保険者の減少に伴い年々減少しています。 

特定健診受診者は平成 28 年度をピークに減少に転じており、受診率は兵庫県・全国の受診率より

低い状態が続いています。 

 

 図表２０ 特定健診受診状況 

 
平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

受診者数 12,606 12,791 12,354 11,083 10,568 

対象者数 47,466 45,611 44,043 42,533 41,310 

受診率 26.6% 28.0% 28.0% 26.1% 25.6% 

兵庫県 34.6% 34.8% 35.4% 35.1% 34.1% 

全国 36.3% 36.6% 37.2% 37.9% ― 

資料：特定健診実施状況 法定報告 
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図表２１ 特定健診受診状況 

 

資料：特定健診実施状況 法定報告 

 

 

 

図表２２ 特定健診受診状況 

 

資料：特定健診実施状況 法定報告 

 

 

 



13 

 

（２）年齢別受診率 

 年齢別の特定健診受診率は、40 歳～50 歳代は 10％台と特に低くなっており、年齢が高くなるほ

ど受診率は高くなる傾向にあります。生活習慣病の早期発見・重症化予防のためにも若年層へのア

プローチが必要です。また、男性と女性ではどの年代でも女性の方が高い傾向にあります。 

 

図表２３ 年齢別性別受診率の状況（令和元年度） 

 

資料：ＫＤＢシステム 

（３）継続受診の状況 

特定健診受診率を向上させるためには継続受診者を増やすことが必要です。 

令和元年度の特定健診受診者のうち、継続受診の状況は３年連続受診者が 45％と最も多く、次に

前年度受診者 24％、不定期受診者が 15％となっています。不定期受診者や経年的未受診者も少なか

らず受診につながっており、この層を翌年度も受診へつなげることが重要です。 

 

図表２４  継続受診の状況（令和元年度） 

 

資料：特定健診データを集計（法定報告と差異あり） 
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（４）健診受診と医療受診の状況 

令和元年度の特定健診対象者を特定健診受診の有無と医療機関受診の有無で分類しました。特定

健診は受診していないが医療機関を受診している者の割合が一番多く、また特定健診も医療機関も

受診していない者が全体の 15％存在しています。これは平成 28 年度の状況とほとんど変わっておら

ず、特定健診は受診していないが医療機関を受診している層への働きかけを引き続き行います。 

 

図表２５ 特定健診受診有無と医療機関受診有無（令和元年度） 

 
医療機関受診 

あり なし 

特
定
健
診
受
診 

あ

り 

24.0％ 

（9,919 人） 

1.9％ 

（779 人） 

な

し 

59.2％ 

（24,484 人） 

15.0％ 

（6,188 人） 

資料：ＫＤＢシステム 

 

 

（５）健診受診者の結果状況 

令和元年度の有所見者の状況を全国・兵庫県と比較すると尿酸、クレアチニン、ｅＧＦＲの項

目において全国・兵庫県を上回っています。 

また、ＨｂＡ１ｃ、ＬＤＬコレステロールの有所見者の割合は 50％を超えています。 

 

図表２６ 有所見者状況（令和元年度）

 

資料：ＫＤＢシステム 
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（６）メタボリックシンドローム該当者と予備群の推移 

   令和元年度のメタボリックシンドローム該当者・予備群の割合については平成 28 年度と比較

して上昇しており、中でも男性のメタボリックシンドローム該当者の割合は、兵庫県、全国と比

較して高くなっています。 

 

図表２７ メタボ該当者・予備群の状況（令和元年度） 

法定報告より 
明石市 県 国 

平成 28 年度 令和元年度 令和元年度 令和元年度 

メタボ該当者 2,039 人 15.9% 1,922 人 18.2% 17.7% 19.0% 

  男性 1,434 人 27.3% 1,344 人 30.6% 29.4% 29.9% 

  女性 605 人 8.0% 578 人 9.4% 8.9% 10.4% 

メタボ予備群 1,318 人 10.3% 1,202 人 11.4% 10.6% 11.1% 

  男性 924 人 17.6% 819 人 18.6% 17.6% 17.7% 

  女性 394 人 5.2% 383 人 6.2% 5.2% 6.0% 

資料：特定健診実施状況 法定報告 

 

 

２．特定保健指導の状況 

特定保健指導とは、特定健診の結果からメタボリックシンドロームに着目した階層化により対象

者を抽出し、医療機関での治療を受けていない方に対して行う生活改善に向けた保健指導です。 

本市の令和元年度の特定保健指導対象者数は1,207人、実施者数333人となっています。また、特

定保健指導実施率は30％前後で推移しています。 

 

図表２８  特定保健指導対象者数と実施者数 

 

資料：特定健診実施状況 法定報告 
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図表２９  特定保健指導実施率 

 

資料：特定健診実施状況 法定報告 

 

 

 

 

第５章 個別保健事業の評価 

次項からは個別保健事業を振り返り、事業ごとに指標判定、事業判定を行います。 

また、今後の事業の方向性と、見直した内容を各項の下部に記載しています。 

 

【評価方法の説明】 

指標判定区分（ベースラインとの比較） 

Ａ 改善している 

Ｂ 変わらない 

Ｃ 悪化している 

Ｄ 評価困難 

 

事業判定区分（総合評価） 

Ａ うまくいっている 

Ｂ ある程度うまくいっている 

Ｃ あまりうまくいっていない 

Ｄ まったくうまくいっていない 

Ｅ わからない 
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特定健診 

１．特定健診実施事業 

目的 
メタボリックシンドロームを含めた生活習慣病を発見し、生活習慣を望まし

いものに変えていくきっかけとする。 

対象者 明石市国民健康保険加入者（40 歳～74 歳） 

内容 特定健康診査の実施 

目標 特定健診受診率 60％ 

事業開始 平成 20 年度 

 

評価指標 目標値 

経年変化 
指

標

判

定 

事

業

判

定 

要因 

ベース 

ライン

（平成

28 年度） 

平成 

29年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

実施医療

機関数 
― 107 108 107 108 Ａ 

Ｃ 

【うまくいった要因】 

・医師会と年２回の部会

を開催し、意見交換や

問題の共有などが行え

ており、多くの医療機

関で実施の協力を得る

ことができている。 

 

【うまくいかなかった要因】 

・令和元年度は新型コロ

ナウイルス感染症の影

響により、３月の健診

を中止したため、実施

回数及び受診率が低下

したと考えられる。 

プ
ロ
セ
ス 

特定健診

部会出席 
2回/年 2 回/年 2 回/年 2 回/年 2 回/年 Ａ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

集団健診

実施回数 
80 回 84 回 64 回 84 回 72 回 Ｂ 

ア
ウ
ト
カ
ム 

受診率 60％ 28％ 28％ 26.1％ 25.6％ Ｃ 

 

事業の方向性・見直し 

・特定健診受診率の目標値を 60％から 40％へ下方修正する 
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２．特定健診受診勧奨事業 

目的 
メタボリックシンドロームを含めた生活習慣病を発見し、生活習慣を望まし

いものに変えていくきっかけとする。 

対象者 特定健診対象者 

内容 受診勧奨通知の送付及び電話での受診勧奨等 

目標 特定健診受診率 60％ 

事業開始 平成 20 年度 

 

評価指標 目標値 

経年変化 
指

標

判

定 

事

業

判

定 

要因 

ベース 

ライン

（平成 28

年度） 

平成 

29 年

度 

平成 

30 年

度 

令和 

元年

度 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

関係機

関との

協議回

数 

5 回/年 2回/年 3回/年 4回/年 3回/年 Ｃ 

Ｄ 

【うまくいった要因】 

・なし 

【うまくいかなかった要因】 

・平成 30 年度から中核

市へ移行したことに

伴い、健診の拠点であ

る保健センターが保

健所に変更するなど

実施体制が大きく変

わった。 

・令和元年度以降は新型

コロナウイルス感染

症の影響により健診

を中止・縮小したた

め、実施回数及び受診

率が低下したと考え

られる。 

プ
ロ
セ
ス 

通知の

適切さ 

個人の状

態に沿っ

た内容か 

受 診 歴

と 年 代

別 に メ

ッ セ ー

ジ分け 

受 診 歴

と 年 代

別 に メ

ッ セ ー

ジ分け 

１種類 

（一律

同じ内

容） 

１種類 

（一律

同じ内

容） 

Ｃ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

送付 

件数 

未受診者

全員 

43,079

件 

41,063

件 

23,622

件 

30,392

件 
Ｃ 

ア
ウ
ト
カ
ム 

受診率 60％ 28％ 28％ 
26.1

％ 

25.6

％ 
Ｃ 

事業の方向性・見直し 

・特定健診受診率の目標値を 60％から 40％へ下方修正する 

・対象者をセグメント分けし、重点的に勧奨する対象者を選定する 
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３．健診受診キャンペーン事業 

目的 
メタボリックシンドロームを含めた生活習慣病を発見し、生活習慣を望ましい

ものに変えていくきっかけとする。 

対象者 明石市国民健康保険加入者（40 歳～74 歳） 

内容 
・「健康レシピ」での試食の提供等 

・健診会場の充実（会場数・実施回数） 

目標 特定健診受診率 60％ 

事業開始 平成 20 年度 

 

評価指標 目標値 

経年変化 
指

標

判

定 

事

業

判

定 

要因 

ベース 

ライン

（平成

28 年度） 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

新規開

拓会場

数 

商業施

設、ホテ

ル等の

会場数 

― 1 会場 3 会場 3 会場 Ａ 

Ｃ 

【うまくいった要因】 

・平成 29 年度以降、

商業施設やホテル

に協力してもらう

ことができ、実施で

きている。 

 

 

【うまくいかなかった要因】 

・「健康レシピ」の試

食提供は令和元年

度より実施してい

ない。 

プ
ロ
セ
ス 

提供 

内容 
試食 試食 試食 試食 ― Ｄ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

商業施

設等で

の健診

回数 

6 回 0 回 1 回 6 回 6 回 Ａ 

ア
ウ
ト
カ
ム 

受診率 60％ 28％ 28％ 26.1％ 25.6％ Ｃ 

 

事業の方向性・見直し 

・商業施設やホテル等での会場を借りての健診は引き続き実施していく。 
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４．人間ドック受診費用助成事業 

目的 
35 歳以上の被保険者が人間ドックを受診することで、自身の健康状態を把握

し健康管理について関心を持つ。 

対象者 
明石市国民健康保険加入届出後 6 か月を経過した者で、保険料を完納してい

る者（35歳～74歳） 定員 600 人（令和元年度） 

内容 
人間ドック受診費用の約 7割を助成、一般検診及び一般検診＋婦人科検診（乳

房検査・子宮検査・乳房及び子宮検査）の 4種類が選択可能。 

目標 人間ドック受診率 95％（受診者/申込者の割合） 

事業開始 平成 6年度 

 

評価指標 目標値 

経年変化 
指

標

判

定 

事

業

判

定 

要因 

ベース 

ライン

（平成 28

年度） 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

実施医

療機関

数 

― 13 機関 14 機関 14 機関 15 機関 Ａ 

Ｂ 

【うまくいった要因】 

・助成割合が高く、需要

がある 

・予算が確保できている 

 

【うまくいかなかった要因】 

・人間ドック受診結果の

データ化及び保健指

導対象者抽出までに

時間がかかる。 

・先着順のため、受付開

始直後に申し込みが

殺到する。 

プ
ロ
セ
ス 

医師会

との協

議回数 

2回/年 1 回/年 1 回/年 1 回/年 1 回/年 Ｂ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

申請 

者数 

（定員） 

定員 

まで 

606 人

（500 人） 

654 人

（600 人） 

628 人

（600 人） 

655 人

（600 人） 
Ａ 

ア
ウ
ト
カ
ム 

人間ド

ック受

診率 

95％ 92.4％ 92.7％ 90.1％ 91.3％ Ａ 

 

事業の方向性・見直し 

・みなし健診として特定健診に計上できるため、定員数を維持または申し込み状況等により増員を 

検討する。 

・コロナウイルス感染症感染拡大防止策を考慮しながら事業を継続する。 
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保健指導 

５．特定保健指導実施事業 

目的 
特定保健指導対象者が利用することで、生活習慣の改善と健康管理ができるよう

になる。 

対象者 特定健診の結果において特定保健指導対象となった者 

内容 
あかし保健所又は市内医療機関において、医師・保健師・管理栄養士による特定

保健指導を実施 

目標 特定保健指導実施率 60％ 

事業開始 平成 20 年度 

 

評価指標 目標値 

経年変化 
指

標

判

定 

事

業

判

定 

要因 

ベース 

ライン

（平成 28

年度） 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

事業マ

ニュア

ルの有

無 

有 有 有 有 有 Ａ 

Ｃ 

【うまくいった要因】 

・動機付け支援は市

内すべての医療機

関で実施、積極的

支援も 10～20の医

療機関で実施でき

ている。 

【うまくいかなかった要因】 

・令和元年度は新型

コロナウイルスに

より３月の健診・

結果説明会を中止

したため、実施者

数及び実施率が低

下したと考えられ

る。 

プ
ロ
セ
ス 

指導者

研修会

開催回

数 

1回/年 1 回/年 1 回/年 1 回/年 0 回/年 Ｂ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

実施者

数 
500 509 623 487 487 Ｂ 

ア
ウ
ト
カ
ム 

実施率 60％ 28.1％ 30.8％ 31.3％ 27.6％ Ｃ 

事業の方向性・見直し 

・目標実施率を 60％から 40％へ下方修正する 

・令和２年度は新型コロナウイルスのため結果説明会を中止しており、その場での特定保健指導の初

回面接や特定保健指導の予約は行っていない。あかし保健所での集団健診では特定保健指導の初回

分割面接・予約を実施し、機会を逃さずに特定保健指導につなげられるように工夫した。 

・令和３年度は動機付け支援の最終評価日程を６か月評価から３か月評価へ変更予定。指導開始から

最終評価までの期間を短くすることで、対象者が効果的に指導されることができるようにする。 
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６．特定保健指導未利用者対策事業 

目的 
特定保健指導対象者が利用することで、生活習慣の改善と健康管理ができる

ようになる。 

対象者 特定健診の結果より特定保健指導対象となった者 

内容 
利用勧奨通知の送付 

電話での利用勧奨 

目標 利用率 60％ 

事業開始 平成 20 年度 

 

評価指標 目標値 

経年変化 
指

標

判

定 

事

業

判

定 

要因 

ベース 

ライン

（平成

28 年度） 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

人員

確保

状況 

7 人 7 人 7 人 7 人 7 人 Ａ 

Ｂ 

【うまくいった要因】 

・対象者に適切な時期に

勧奨通知を送り、その

後さらに電話での勧奨

を実施しているため。 

 

 

【うまくいかなかった要因】 

・令和元年度は新型コロ

ナウイルスにより、３

月の健診・結果説明会

を中止したため、実施

人数及び利用率が低下

したと考えられる。 

プ
ロ
セ
ス 

勧奨

通知

時期

の適

切さ 

受診 

1 ヶ月

後 

受診 

1 ヶ月

後 

受診 

1 ヶ月

後 

受診 

1 ヶ月

後 

受診 

1 ヶ月

後 

Ａ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

実施

件数 

対象

者全

員 

1,389

人 

1,390

人 

1,238

人 

1,207

人 
Ａ 

ア
ウ
ト
カ
ム 

利用

率 
60％ 36.6％ 44.8％ 39.3％ 40.3％ Ｃ 

 

事業の方向性・見直し 

・今後も健診後、間隔をあけずに勧奨通知や勧奨の電話をかけることで特保の利用を勧めていく。 
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７．保健指導事業 

目的 
特定健診の結果を基に生活習慣の改善の必要性を知り、特定健診を利用しな

がら自身で健康管理を行うことができる。 

対象者 特定健診結果において「要指導」と判定を受けた者 

内容 健診結果説明時に、対面での保健指導 

目標 利用率 60％ 

事業開始 平成 23 年度 

 

評価指標 目標値 

経年変化 
指

標

判

定 

事

業

判

定 

要因 

ベース 

ライン

（平成

28 年度） 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

人員確

保人数 
30 人 － 9 人 29 人 29 人 Ｂ 

Ｃ 

【うまくいった要因】 

・なし 

 

【うまくいかなかった要因】 

・令和元年度の３月は

新型コロナウイルス

感染症により、健診

結果説明会が実施で

きなかったので、対

象者全員に保健指導

の実施ができなかっ

た。 

・健診結果説明会にて

保健指導をした人の

次年度健診値の改善

の有無を調査してい

ない。 

プ
ロ
セ
ス 

マニュ

アルの

作成 

有 有 有 有 有 Ａ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

実施 

人数 

対象

者全

員 

対象者

全員 

対象者

全員 

対象者全

員 

3 月以外

の対象

者全員 

Ｂ 

ア
ウ
ト
カ
ム 

実施後

の改善

状況 

次年度

健診値

の改善 

不明 不明 不明 不明 Ｄ 

 

事業の方向性・見直し 

・令和２年度は新型コロナウイルスのため健診結果説明会を実施していないが、健診結果でＣ判定等

の医療機関の受診が必要な方に、電話による受診勧奨や対面による保健指導を行っている。引き続

き早期の指導により健診結果の数値悪化を防いでいく。 

・アウトカム評価を実施できていないため、評価方法を検討する。 
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８．受療勧奨事業 

目的 

特定健診の結果を基に受療行動をとり、かかりつけ医と相談しながら自身の

生活習慣の改善を行うことで、疾病の重症化を予防することができる。 

また、治療中断することなく特定健診を利用しながら、自身で健康管理がで

きるようになる。かかりつけ医が無い場合は、早期に受療し、重症化を予防

する。また、治療中断を予防する。 

対象者 特定健診結果において「要医療」と判定を受けた者 

内容 
健診結果説明時に、対面での保健指導 

重症化予防が必要な者は、訪問での保健指導の実施 

目標 受療率 100％ 

事業開始 平成 25 年度 

 

評価指標 目標値 

経年変化 
指

標

判

定 

事

業

判

定 

要因 

ベース 

ライン

（平成

28 年度） 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

人員確

保人数 
30 人  ― 9 人 29 人 29 人 Ｂ 

Ｃ 

【うまくいった要因】 

・なし 

 

【うまくいかなかった要因】 

・令和元年度の３月は新

型コロナウイルスに

より、健診結果説明会

が実施できなかった

ので、対象者全員に保

健指導の実施ができ

なかった。 

・健診結果説明会にて保  

健指導をした人の次

年度健診値の改善の

有無を調査していな

い。 

プ
ロ
セ
ス 

対象者

人数の

把握 

有 有 有 有 有 Ａ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

実施 

人数 

対象者

全員 

対象者

全員 

対象者

全員 

対象者

全員 

対象者

全員 
Ａ 

ア
ウ
ト
カ
ム 

受療率 100％ 不明 不明 不明 不明 Ｄ 

事業の方向性・見直し 

・保健指導事業と同様に医療機関の受診が必要な方に、電話による受診勧奨や対面による保健指導を

行っている。引き続き早期の医療機関受診により、重症化を防いでいく。 

・アウトカム評価を実施できていないため、評価方法を検討する。 



25 

 

重症化予防 

【新規】糖尿病性腎症重症化予防事業 

目的 
糖尿病性腎症の重症化を予防し、健康を維持することで、ＱＯＬの維持・向

上を図る。 

対象者 
特定健診結果よりＨｂＡ１ｃ６．５以上かつ尿蛋白＋以上又はｅＧＦＲ６０

未満の者で医療受診が確認できないもの。（原則 70 歳未満） 

内容 
(１)保健指導 

(２)受療勧奨 

目標 新規人工透析患者の減少 

事業開始 平成 29 年度より調整開始、平成 30 年度より本格実施 

 

評価指標 目標値 

経年変化 

指標

判定 

事業

判定 
要因 

平成 30 年度 令和元年度 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

概数の把握 
把握し

ている 

把握して 

いる 

把握して 

いる 
Ａ 

Ｃ 

【うまくいった要因】 

・兵庫県糖尿病性腎症重

症化予防プログラムに

合わせ選定基準を明確

に設定している。 

・対象者抽出もＫＤＢシ

ステムを活用し、抽出

できている。 

 

【うまくいかなかった要因】 

・通知、訪問しても不在、

電話も繋がらない等の

受療勧奨に対して反応

のない対象者が少なか

らず存在する。 

・受療勧奨しても医療機

関受診を拒否する対象

者がいる。 

 

プ
ロ
セ
ス 

選定基準の 

明確化 

明確に

基準を

設けて

いる 

明確に基準を

設けている 

明確に基準を

設けている 
Ａ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

実施人数 ― 40 人 40 人 Ａ 

ア
ウ
ト
カ
ム 

受療率 100％ 47.5％ 32.5％ Ｃ 

 

事業の方向性・見直し 

・治療中断者の抽出が課題であるため、ＫＤＢシステムやＫＤＢ補完システムの活用を進める。 
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介護予防 

９．骨粗しょう症予防事業 

目的 自分の骨の状態を知ることで、骨折や要介護状態になることを予防する。 

対象者 明石市国民健康保険加入者（40 歳～74 歳） 

内容 骨密度測定の実施 

目標 骨密度測定実績の増加 

事業開始 平成 30 年度 

 

評価指標 目標値 

経年変化 

指標

判定 

事業

判定 
要因 

ベース 

ライン

（平成 28

年度） 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

予算 

確保率 
100％ ― 100％ 100％ Ａ 

Ｂ 

【うまくいった要因】 

・測定数は確実に増加

している。 

・骨密度測定の需要は

高いことが分かっ

た。 

 

【うまくいかなかった要因】 

・平成 30 年度より骨

密度測定を健診会

場ではなく、健診結

果説明会にて実施

したため、説明会に

不参加の人数分だ

け実施件数が減少

してしまった。 

プ
ロ
セ
ス 

実施回数 
前年度よ

り増加 
― 59 回 43 回 Ｃ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

測定数 
前年度比

100％超 
3,056 人 1,097 人 1,379 人 Ａ 

ア
ウ
ト
カ
ム 

筋・骨格

系疾患医

療費 

前年度よ

り減少 

611,052

千円 

642,334

千円 

648,359

千円 
Ｃ 

 

事業の方向性・見直し 

・測定実績は確実に増加しているので、引き続き継続する。 

・測定結果のデータ化とデータ分析を進める。 
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ポピュレーションアプローチ 

１０．新あかし健康プラン２１推進事業 

目的 
地域特性に応じた健康づくりを展開することで、市民および地域全体の健康

意識の向上を図る。 

対象者 明石市民全体 

内容 

(１)地域での健康教育(出前講座)や各種健康教室・健康相談 

(２)地域での各種イベント等での啓発(健康クイズ・リーフレット配布) 

(３)あかし健康ソムリエ会での生活習慣病の予防活動を支援 

  ・SP21(ソムリエプロジェクト)にて健康づくりの継続実施の場を提供 

  ・健康づくりイベントを年 1回開催 

  ・健診受診率向上プロジェクトを実施 

事業開始 平成 14 年度 

 

評価指標 目標値 

経年変化 
指

標

判

定 

事

業

判

定 

要因 
ベース 

ライン 

（平成 28

年度） 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

予算確

保率 
100％ 100％ 100％ 100％ 100％ Ａ 

Ｂ 

【うまくいった要因】 

・健康づくりに関

する各種団体と

協働した啓発が

できた。 

【うまくいかなかった要因】 

・イベントの開催

会場が変更にな

ったため、参加

人数が減少し

た。 

・直接、保健師等

が地域に出向い

ての啓発活動が

減少した。 

プ
ロ
セ
ス 

参画 

団体 
― 3 団体 3 団体 6 団体 5 団体 Ｂ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

参加 

人数 
― 11,298人 9,642 人 9,098 人 7,156 人 Ｃ 

ア
ウ
ト
カ
ム 

主観的

健康観 

参加前

より増

加 

― ― ― 増加 Ｄ 

 

事業の方向性・見直し 

・広報媒体について、既存の方法（広報あかしやあかし健康プラン 21 ホームページ）を見直す。 

・健康づくりボランティア等と連携しながら、生活習慣病予防に関する各種健康教室や地域のイベン 

 ト等での啓発を実施する。 
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医療費適正化 

１１．後発医薬品（ジェネリック医薬品）普及促進事業 

目的 患者負担の軽減及び医療費の適正化 

対象者 明石市国民健康保険加入者全体 

内容 

・ジェネリック医薬品希望カードやシールの配付 

・先発医薬品をジェネリック医薬品に変更した場合の差額が 100 円以上ある

被保険者に対し、「ジェネリック医薬品に関するお知らせ」（差額通知）

を年 2回送付する 

目標 後発医薬品数量シェア 80％ 

事業開始 平成 22 年度 

 

評価指標 目標値 

経年変化 
指

標

判

定 

事

業

判

定 

要因 

ベース 

ライン

（平成

28 年度） 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

予算 

確保率 
100％ 100％ 100％ 100％ 100％ Ａ 

Ａ 

【うまくいった要因】 

・ジェネリック医薬品

数量シェアは確実

に増加している。 

 

 

 

【うまくいかなかった要因】 

・差額通知送付対象者

が減少している。 

 

 

 

 

プ
ロ
セ
ス 

切り替え

状況の把

握 

把握し

ている 

把握し

ている 

把握し

ている 

把握し

ている 

把握し

ている 
Ａ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

差額通知

件数 
― 

3,764

件 

6,646

件 

3,354

件 

2,697

件 
Ｄ 

ア
ウ
ト
カ
ム 

数量 

シェア 
80％ 64.5％ 67.1％ 73.4％ 76.2％ Ａ 

 

事業の方向性・見直し 

・差額通知の対象者が減少しているので、抽出要件を見直し、通知件数を増やす。 
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１２．医薬品適正使用啓発推進事業 

目的 
医薬品の重複や飲み合わせによる副作用を防止することにより、被保険者の

健康被害の防止と医療費の適正化を図る。 

対象者 明石市国民健康保険加入者全体 

内容 

・被保険者に国保ガイドや市ホームページ等により、お薬手帳の持参及びか

かりつけ薬局の利用を呼びかけ、広報活動を進める。 

・被保険者のうち対象者に重複服薬通知を送付し、服薬指導が必要な者へ訪

問指導を実施する。 

目標 重複服薬者割合の減少 

事業開始 平成 30 年度 

 

評価指標 目標値 

経年変化 
指標

判定 

事業

判定 
要因 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

予算確保率 100％ 100％ 100％ Ａ 

Ｂ 

【うまくいった要因】 

・実施規模が小さかった

ため医師会・薬剤師会

との調整もスムーズに

行えた。 

 

 

【うまくいかなかった要因】 

・令和元年度までは担当

者が対象者抽出から通

知作成・発送まですべ

て行ったため予算はほ

とんどかからなかった

が、対象者抽出が思っ

たようにできなかっ

た。 

プ
ロ
セ
ス 

関係機関 

との連携 

医師会・薬

剤師会との

事前調整 

調整できた 調整できた Ａ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

重複服薬通

知送付件数 
5 件 5 件 5 件 Ａ 

ア
ウ
ト
カ
ム 

重複服薬者

割合の減少 

前年度比

10％減 
11.2％増 4.6％増 Ｃ 

 

事業の方向性・見直し 

・令和２年度より業者委託により実施件数を増やすなど規模を拡大して実施する。 

・医師会・薬剤師会等の関係機関に加え委託業者との連携を強化する。 
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第６章 これからの保健事業 

１．見直し後事業一覧 

 事業 結果・課題 見直し内容 今後の計画 

健
康
診
査 

(1)特定健診実施事業 

(2)特定健診受診勧奨事業 

(3)受診キャンペーン 

・受診率が低下している 

・健診実施課との連携が不足

している 

・勧奨方法の見直し 

・実施体制の見直し 

継続（毎年度評

価と見直し） 

(4)人間ドック受診費用 

助成事業 

・受診率は高い水準を維持し

ている 

・申請受付方法、検査

内容の見直し 

継続（毎年度評

価と見直し） 

保
健
指
導 

(5)特定保健指導実施事業 

(6)特定保健指導未利用 

者対策事業 

・実施率が低下している 

・利用率は 40％前後を維持し

ている 

・実施方法、特定保健

指導（動機付け）評

価時期の見直し 

継続（毎年度評

価と見直し） 

(7)保健指導事業 

・アウトカム評価（次年度健

診値の改善）ができなかっ

た 

・実施方法の追加（結

果がC判定等の方に

保健指導を行う） 

・次年度健診値の調査 

継続（毎年度評

価と見直し） 

(8)受療勧奨事業 
・アウトカム評価（受療率）

ができなかった 

・実施方法の追加（結

果がC判定等の方に

保健指導を行う） 

・次年度健診値の調査 

継続（毎年度評

価と見直し） 

重
症
化
予
防 

【新規】 

糖尿病性腎症重症化予防 

事業 

・医療機関への受診勧奨を実

施しているが、受診しない

対象者が多い 

・治療中断者の抽出が課題 

・ＫＤＢシステムや補

完システムの活用

を進める 

継続・拡充（毎

年度評価と見直

し） 

介
護
予
防 

(9)骨粗しょう症予防事業 

・筋・骨格系疾患医療費が増

加しているので、詳細な分

析や具体的な事業の検討

が必要 

・他保険者等の先進的

な取り組みを調査

し、具体的な事業を

検討する 

継続・拡充（毎

年度評価と見直

し） 

地域包括ケア 高齢者の保健事業と介護予防事業の一体的実施に向けて検討中 

ポ
ピ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン 

(10)あかし健康プラン 21

推進事業 

・健康に無関心な層への啓 

 発が課題である。 

・健康無関心層にも 

 届く具体的な啓発 

 方法を検討する。 

継続（毎年度評

価と見直し） 

医
療
費
適
正
化 

(11)ジェネリック医薬品 

普及促進事業 

・数年間同じ事業展開である

ため見直しが必要 
・事業内容の見直し 

継続（毎年度評

価と見直し） 

(12)医薬品適正使用啓発 

推進事業 

・重複服薬通知・訪問指導事

業について小規模にて開

始、効果測定が必要 

・費用対効果を確認

し、実施する規模を

検討する 

継続・拡充（毎

年度評価と見直

し） 
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２ 短期目標に対する中間評価 

  評価区分 Ａ：改善している Ｂ：変わらない Ｃ：悪化している Ｄ：評価困難  

 

・がん検診受診率の向上（大腸がん検診） 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 評価 

明石市 16.9％ 14.2％ 11.5％ Ｃ：受診率が低下してい

るため 兵庫県 16.8％ 14.2％ ― 

 

・特定健診受診率の向上 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 評価 

明石市 28.0％ 26.1％ 25.6％ Ｃ：受診率が低下してい

るため  兵庫県 35.4％ 35.1％ 34.1％ 

 

・特定保健指導実施率の向上 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 評価 

明石市 30.8％ 31.3％ 27.6％ Ｃ：実施率が低下してい

るため 兵庫県 22.3％ 25.4％ 26.6％ 

 

・血糖有所見者割合の減少（HbA1c5.6以上の者の割合） 

平成29年度 平成30年度 令和元年度 評価 

56.1％ 60.4％ 60.9％ Ｃ：有所見者割合が微増傾向のため 

 

・血圧有所見者割合の減少（Ⅰ度高血圧以上の者の割合） 

平成29年度 平成30年度 令和元年度 評価 

23.2％ 22.9％ 22.6％ Ｂ：有所見者割合が減少傾向のため 

 

・重症化予防（人工透析患者数のうち新規透析患者数） 

平成29年度 平成30年度 令和元年度 評価 

130人（13人） 155人（18人） 161人（23人） 
Ｃ：透析患者数、新規患者ともに増加して

いるため 

 

・筋・骨格系疾患医療費の減少（入院の疾病別医療費） 

平成29年度 平成30年度 令和元年度 評価 

681,158千円 642,334千円 648,359千円 
Ｂ：医療費規模は変わらず推移しているた

め 

 

・骨密度測定者数の増加 

平成30年度 令和元年度 評価 

1,097人 1,379人 
Ａ：平成30年度の事業開始以来、実績件数が増加している

ため 

 

短期目標については、「Ｃ：悪化している」もしくは「Ｂ：変わらない」が多くみられ、 

目標の達成が困難な状態です。 
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３ 計画全体の評価 

計画策定 

当初の目的 

各種保健事業を通じて、生活習慣病等の予防および重症化予防を推進し、健康寿

命の延伸と医療費適正化を図る。 

主な指標 目標値 ベースライン 経年変化 評価等 

平均自立期間 ― 
81.7 年 

（平成 28年度） 

H29：81.5 年 

H30：81.8 年 

R 元:82.2 年 

平均自立期間は男女ともに

わずかながら延伸している。 

1 人あたり 

医療費 
― 

377,934 円 

（平成 28年度） 

H29：388,630 円 

H30：398,428 円 

R 元:404,963 円 

国保加入者数は減少傾向に

あるが、１人あたり医療費は

微増傾向にある。 

特定健診 

受診率 
60％ 

28.0％ 

（平成 28年度） 

H29：28.0％ 

H30：26.1％ 

R 元: 25.6％ 

特定健診受診率は平成 29 年

度の 28％をピークに低下し

ている。 

主な指標 

の評価 

・上記については、特に数値目標を設定していないものもあるが、経年的な変化

はモニタリングしている。平均自立期間（健康寿命）はわずかながら延伸して

いるが、1人あたり医療費は微増傾向にある。 

個別事業 

の評価 

・13 事業中 A、B評価が 6事業、C評価が 6事業、D評価が１事業となり、半数の

事業がうまくいっていないということが明確になった。 

・C、D評価のついた事業の実施体制や実施内容等の検討を今後も引き続き行い、

精度の向上を目指す。 

ストラクチャー 

【関係機関との連携】 

国民健康保険課（国保担当部署）と保健予防課（健診部署）で連携しながら特

定健診や糖尿病性腎症重症化予防事業などを計画し、実施できた。しかしなが

ら、各事業の進捗状況や年度評価等の共有の場を定期的に設けることができな

かった。 

プロセス 

【現状分析と事業選択の妥当性】 

保健事業は健診からジェネリック医薬品啓発まで多岐にわたっているが、各事

業に充てられた人員と予算の範囲では、現在の保健事業を継続実施するのが限

界である。現状で実施可能な保健事業としては妥当なので、いかに効率よく実

施できるかＰＤＣＡを意識した事業計画が今後も重要である。 

アウトプット 
【各個別保健事業の実績】 

各事業のアウトプット評価参照 

アウトカム 各事業のアウトカム評価及び上記主な指標参照 
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計画全体としてう

まくできている点 

・少ない人員配置ながらも、保険者努力支援制度や国庫・兵庫県の助成 

金制度を活用し、財源を確保することで保健事業は実施できている。 

計画全体として 

うまくいっていな

い点 

・様々な取り組みを行っているものの、特定健診の受診率は低下しており、被

保険者の健康状態の把握が困難になってきている。 

・短期間に担当者が異動するなど、事業実施のノウハウの蓄積や質の向上が困

難な状態が続いている。 

・保健事業を国民健康保険課や保健所等それぞれの課が実施しているので、情

報共有や連携の強化が求められるが、困難な状況になりつつあるので実施体

制の見直しと強化が必要である。 

主な見直しと 

今後の方向性 

・庁内の関係部署（特に保健所）、明石市医師会・薬剤師会・国保連合会・兵

庫県等の他部署との連携を強化し、実施体制の見直しを図る。 

・計画の目的は変更せず、引き続き、各種個別保健事業に取り組む。 

・特定健診の受診率を向上するための取り組みを一層進めるとともに、個別保

健事業の評価についてＰＤＣＡサイクルを意識して行う。 

・年度ごとの評価および最終評価（令和５年度）に向けた準備を行う。 

 

 

第７章 今後の予定と最終評価 

１．評価時期  

データヘルス計画（平成 30 年度～令和５年度）は、最終年度である令和５年度に最終評

価を行います。 

 

２．評価方法・体制 

計画実施に関する評価の場として、兵庫県国民健康保険団体連合会や明石市国民健康保

険運営協議会などの関係団体へ報告・相談し、助言をいただき評価を行います。 

 

３．計画の公表 

このたびの中間評価を行った結果については、本市ホームページに掲載するなど周知を

行います。 

 

４．個人情報の保護 

本計画に基づく保健事業実施における個人情報の取り扱いについては明石市個人情報保

護条例をはじめとする法律及びガイドライン等を遵守し、適正に管理します。 

 

※以上の各保健事業については、新型コロナウイルス感染症の影響により、事業内容を変更する場合

がありますが、国民健康保険被保険者の健康増進のため、関係部署と連携し保健事業を実施してい

きます。 
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